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東北地方太平洋沖地震の影響および復旧対応について(第三報) 
 

3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震により被災された皆様には、心よりお見舞い申し上

げます。 

株式会社日立ハイテクノロジーズ（以下、日立ハイテク）は、3 月 22 日の第二報以降、本日ま

でに確認が取れました当社およびグループ会社における被災およびその復旧状況について、下記

の通りお知らせいたします。 

 

１．製造拠点の状況について 

操業を停止していた日立ハイテク那珂事業所、（株）日立ハイテクマニファクチャ＆サービス

（以上、茨城県ひたちなか市）においては、電気・ガス・工業用水等の回復により、以下の通り、

順次生産機能を復旧できる見通しとなっております。 

 ・サービス・消耗部品（解析装置、医用分析装置等用）の生産：3 月 25 日から 

 ・半導体・計測検査装置、科学・医用システム関連製品の生産：3 月 29 日から 

一方、損傷が大きく復旧が困難な建屋については、職場の再配置等による復旧を検討しており

ます。 

また、製品によっては、部品調達等サプライチェーンの制約から、通常操業には至っておりま

せん。 

 

２．社員の状況について 

 日立ハイテクグループ社員の安否については、すでに全員の無事を確認しました。家族の被災

状況については、引き続き確認を行っております。 

 

３．損害額および業績に与える影響 

本地震による損害額および業績に与える影響については、現在確認中です。業績への重大な影

響が見込まれる場合には、速やかに開示いたします。 
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